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会議録本文へ

平成十七年七月二十八日（木曜日）

　　　　午前九時三十分開議

　出席委員

　　　委員長　赤城　徳彦君

　　　理事　近藤　基彦君　理事　佐藤　剛男君
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　　　　　　小野寺五典君　　　　笹川　　堯君
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　　　　　　原田　令嗣君　　　　平沢　勝栄君

　　　　　　福井　　照君　　　　古川　禎久君

　　　　　　水野　賢一君　　　　山下　貴史君

　　　　　　菊田まきこ君　　　　田中　慶秋君

　　　　　　中井　　洽君　　　　中川　正春君

　　　　　　西村　真悟君　　　　笠　　浩史君

　　　　　　漆原　良夫君　　　　赤嶺　政賢君

　　　　…………………………………

　　　外務大臣政務官　　　　　　小野寺五典君

　　　参考人

　　　（北朝鮮に拉致された日本人を救出するための全国協議会（救う会）常任副会長）　　　　　　　　　　　　西岡　　力君

　　　参考人

　　　（元北朝鮮工作員）　　　　安　　明進君

　　　通訳　　　　　　　　　　　飯田百合子君

　　　通訳　　　　　　　　　　　申　　樹浩君

　　　衆議院調査局北朝鮮による拉致問題等に関する特別調査室長　　　　　　　　　　前田　光政君

　　　　―――――――――――――

委員の異動

七月二十八日

　辞任　　　　　　　　　補欠選任

　　宮下　一郎君　　　　　原田　令嗣君

同日

　辞任　　　　　　　　　補欠選任

　　原田　令嗣君　　　　　山下　貴史君

同日

　辞任　　　　　　　　　補欠選任

　　山下　貴史君　　　　　古川　禎久君

同日

　辞任　　　　　　　　　補欠選任

　　古川　禎久君　　　　　宮下　一郎君

　　　　―――――――――――――

本日の会議に付した案件

　北朝鮮による拉致問題等に関する件

このページのトップに戻る

　　　　　――――◇―――――

○赤城委員長　これより会議を開きます。

　北朝鮮による拉致問題等に関する件について調査を進めます。

　本件調査のため、本日、参考人として北朝鮮に拉致された日本人を救出するための全国協議会（救う会）常任副会長西岡力君及び元北朝鮮工作員安明進君に御出席いただいております。

　なお、本日は、通訳を飯田百合子君及び申樹浩君にお願いいたしております。よろしくお願いいたします。

　この際、参考人各位に一言ごあいさつを申し上げます。

　本日は、御多用中のところ本委員会に御出席をいただきまして、まことにありがとうございます。参考人各位におかれましては、忌憚のない御意見を述べていただきたいと存じます。

　次に、議事の順序について申し上げます。

　まず、西岡参考人、安参考人の順で御意見をお述べいただき、その後、委員からの質疑に対してお答えいただきたいと存じます。

　発言は着席のままで結構でございますが、その都度委員長の許可を得てから発言されるようお願いいたします。

　それでは、西岡参考人、お願いいたします。

○西岡参考人　おはようございます。西岡でございます。よろしくお願いいたします。

　私は、曽我ひとみさんが帰ってきた後、じっくり話す機会がありました。曽我さんは、いつも夜になると、月や星を見て、この同じ月や星は日本でも見えているんだろうな、佐渡のお父さん、妹たち、近所の人たち、いつになったら会えるんだろうか、いつ帰れるだろう

かと指折り数えて待っていたというふうに聞いております。

　特に、日本の政治家、例えば金丸・田辺訪朝団などが北朝鮮に行ったときは、北朝鮮のテレビで大々的に報道がされた。そのとき、ああ、今度は私のことが議題になっているんだろうかといつも期待していたということを言っています。

　多分、きょう傍聴に横田めぐみさんや市川修一さん、増元るみ子さんなどの御家族が来ていらっしゃいますけれども、その被害者の人たちも、今も夜になれば月や星を見て、いつ日本が助けに来てくれるだろうかと、あるいは、まだ名前も明らかになっていない特定

失踪者の人たちも、月や星を見て日本を待っていると思います。助けてくださるのはここにいらっしゃる先生方だと思います。そういう気持ちで意見を言わせていただきます。

　私たちは、めぐみさんたち死亡とされた八人は生きている、金正日が拉致を認めた十三人以外にも多くの拉致被害者がいるというキャンペーンを行い、北朝鮮の説明の矛盾を指摘してきました。そのことは、本日の安明進証言でも明らかにされるものです。

　日本政府は、昨年十二月二十四日、北朝鮮から提供された遺骨、死亡診断書、交通事故報告書などすべての物証が捏造と判明したことを受けて、北朝鮮側説明を裏づけるものは皆無である、生存者は直ちに帰国させることが基本という立場を明確にしました。

　同じく政府は、昨年十二月二十四日、北朝鮮側の迅速かつ誠意ある対応をしない場合、日本政府として厳しい対応をとらざるを得ないと、細田官房長官が制裁を予告しました。

　ところが北朝鮮は、日本側が遺骨鑑定を捏造しているなどという言語道断の開き直りを続けて日本との対話を拒絶し、核武装を公言し、核実験の準備さえしています。だれが見ても、迅速かつ誠意ある対応はなされていません。それなのに、小泉総理は制裁発動

を決断していません。

　制裁発動は、拉致被害者全員を取り戻すという国家意思を示すことです。それをちゅうちょしていると、拉致問題を重視していないという大変危険なメッセージが発せられてしまいます。

　日本が拉致を理由に単独制裁を発動すれば、金正日に日本の不退転の決意が明確に伝わり、担当者は間違いなくかえられます。これこそがチャンスで、ここで初めて、八人死亡、二人未入境というシナリオを書いた人間とは別人物が担当者になり、被害者を帰す

ことを考える可能性が生まれます。

　制裁は、韓国、中国へのメッセージにもなります。日本が拉致を理由に単独制裁をかけるならば、韓国、中国は、拉致問題が完全に解決しない限り資金を提供しないという日本の断固たる姿勢を理解し、金正日に対する説得の中に、拉致問題で日本を納得させ得

る対応をするようにという注文もつけるようになるのです。

　拉致問題は、今まさに正念場を迎えています。中国、韓国、ロシア、そしてアメリカまでもが、六者協議開催前の日本の単独制裁発動に反対しました。ということは、今開催中の六者協議で北朝鮮が核解決に肯定的態度をとれば、四カ国は北朝鮮に圧力をかけるこ

とに反対し続け、それに日本政府が引きずられ、いつまでも制裁発動はなされず、拉致は事実上棚上げにされる。具体的には、核問題解決のために、拉致問題が一切進展しないまま日本が経済的負担を求められるという最悪の構図さえあり得ます。

　やはり、天はみずからを助くる者を助くであります。六者協議で北朝鮮代表に生存者帰国と辛光洙ら拉致実行犯引き渡しを強く迫り、それをしない場合には単独制裁を発動し、国連安保理事会などを通じた国際制裁を求めていくという断固たる姿勢を示すしかないの

です。また、普遍的人権という観点から、明確に韓国人拉致に言及して北朝鮮を非難すべきです。

　昨日現在、佐々江局長は、核、ミサイル、拉致を解決して国交正常化をするとしか言わず、北朝鮮非難も制裁予告も一切していません。拉致問題が棚上げになる危険性が高まっています。

　細田官房長官は、七月十五日、日本は、安否がわからない拉致被害者はみんな生存しているはずだから帰すべきであり、それ以外にも拉致された人がいるのではないかと強く交渉しており、六者協議の場をかりてさらに強く主張するのは当然だと話されました。

　佐々江局長は、官房長官が明らかにした政府の方針に従わないのでしょうか。あるいは、官房長官の発言は単なるリップサービスで、政府の方針ではないのでしょうか。このままだと、日本国は拉致問題を軽視しているという危険なメッセージが発信されてしまうと

不安でなりません。

　米国議会下院本会議は、七月十一日、北朝鮮による日本人、韓国人の拉致及び被害者を拘束し続けていることを非難し、アメリカ政府に対して、解決に向けたしかるべき対応をとるように求めた決議を圧倒的な賛成多数で採択しました。

　北朝鮮の核問題の解決は極めて重要であるが、しかしそのことで、北朝鮮政権との今後のいかなる交渉においても、米政府当局者が拉致問題及び他の重大な人権問題を持ち出せないようなことがあってはならないと、核問題解決のために拉致問題を棚上げにし

てはならないと明確に述べています。また、日本政府がまだ拉致認定をしていない寺越事件について明確に拉致と断定しています。特に、韓国人拉致をも棚上げしてはならないと言い切っている点は重要です。

　日本が断固たる対応をとれば、必ずブッシュ政権、韓国の良識的保守派を初めとする世界の自由と人権を尊重する大多数の支持を得られるのです。

　ブッシュ政権は、金正日は悪だと明言しています。ところが、日本、韓国、中国、ロシアはすべて、その認識を表明していません。ブッシュ政権は孤立しているのです。

　特に、小泉首相は、金正日テロ政権を直接的に非難せず、制裁を発動しません。日本人拉致問題の解決なくして国交正常化はあり得ない、核、ミサイル問題を包括的に解決するという日朝平壌宣言の立場は変わらない、国交正常化してから経済協力だとしか言

わないのです。金正日政権に対して抗議したり、悪を糾弾したりしないのです。

　それどころか、田中均外務審議官は、北朝鮮に対する外交戦略について、「まず互いの共通利益を作り、そのうえで協議や交渉をし、国際関係を作って結果を出す」と朝日新聞で語っています。

　テロとの戦争を戦うブッシュ大統領からすれば、テロ政権と共通利益をつくるなどという発想は利敵行為そのものです。しかし、小泉首相は、現在に至るまで、田中審議官の言うような北朝鮮外交を続けています。同盟国であり、最も北朝鮮の脅威を受けている日本

がそのような姿勢だから、アメリカも日本が対北単独制裁に踏み切ることに消極的反応を見せたのです。

　今回の六者協議が成果を上げなければ、国連の安保理事会で北朝鮮の核問題が議論されることは間違いないでしょう。日本は外交力を駆使し、その決議の中に、日本人、韓国人拉致被害者を全員帰さない限り経済制裁を続けるという文言を入れる必要がありま

す。そこには当然、北朝鮮が核開発をやめない限り経済制裁を続けると書かれるだろうが、拉致問題を併記させることが重要なのです。

　アメリカのイラク攻撃の根拠になった国連安保理決議一四四一号、二〇〇二年十一月八日、中国、ロシアも含む全会一致で成立していますけれども、その一四四一号には拉致が入っています。安保理は、イラク政府が、イラクによって不当に拘禁されたクウェート

人や第三国国民を送還あるいは消息確定に向け協力すべきとした国連決議をないがしろにしてきたことを遺憾とすると明確に書いてあります。

　クウェートができたことを日本ができるのか、国家としての日本の姿勢が問われています。そのためには、まず、日本が単独で制裁をかけておくことが絶対不可欠です。

　アメリカは、リビアによる旅客機爆破テロに対して、まず自国で制裁をかけ、その上で国連の安保理に持ち込み、国際的な制裁をかけました。日本も、まず一国で制裁をかけることです。自国でかけていなかったら、他国の協力は得られないのです。

　既に国会は制裁法を成立させています。そして、この衆議院の拉致特別委員会また参議院の拉致特別委員会は制裁発動を決議し、超党派の拉致議連、また自民党、民主党、公明党三党の拉致対策本部も制裁発動を訴えています。

　国民の大多数も制裁発動に賛成しており、その意思は五百万を超える署名となって政府に提出されています。

　家族会も、愛する肉親が北朝鮮でとらわれている苦しい立場にありながら、座り込みまで行って制裁発動を求めています。

　改正外為貿易管理法により、北朝鮮への送金と貿易を全面的に停止していただきたい。特定船舶入港阻止法により、万景峰号を初めとするすべての北朝鮮船舶の入港禁止を行っていただきたい。

　国家犯罪である拉致が解決していないのに、北朝鮮国会議員、最高人民会議代議員である朝鮮総連最高幹部六人は日朝を自由往来しています。最高人民会議代議員である朝鮮総連最高幹部六人、徐萬述朝鮮総連中央本部議長、許宗萬朝鮮総連中央本部

責任副議長、梁守政朝鮮総連中央本部副議長・在日本朝鮮人商工連合会会長、金昭子朝鮮総連中央本部副議長・在日本朝鮮民主女性同盟中央本部委員長、朴喜徳在日本朝鮮人商工連合会顧問、張炳泰朝鮮大学学長への再入国許可を取り消してください。

　また、北朝鮮、総連への不公正な優遇措置の適正化を行っていただきたい。

　さまざまな証拠や証言から拉致であることが間違いない寺越事件、小住健蔵さん、福留貴美子さん、安明進氏が北朝鮮で目撃したと証言している古川了子さん、加藤久美子さんなどの拉致認定を早急に実現してほしいと考えております。

　ありがとうございました。（拍手）

○赤城委員長　ありがとうございました。

　次に、安参考人、お願いいたします。

○安参考人（通訳）　本日、このように私を日本の国会に招待してくださり、お呼びくださり、我が民族と人類の共同の敵であり悪魔である金正日の反人倫的蛮行を告発し、証言することのできる機会を下さった日本の国会、衆議院拉致特別委員会の皆様に感謝い

たします。

　証言に先立ちまして、まず自己紹介から始めたいと思います。

　私は、一九六八年八月二十六日、北朝鮮黄海北道シンゲ郡で生まれました。元山と沙里院外国語学院で八年間外国語を学んだ後に、一九八七年三月五日から一九九三年五月二十日まで平壌市内の東北方向の外郭地域にあるスパイ養成機関であります朝鮮

労働党一三〇連絡所、これは公式的には朝鮮人民軍六九五軍部隊というものでありまして、非公式には当時の朝鮮労働党中央委員会直属政治学校、これは今の金正日政治軍事大学を指します、というところに入りましたが、そこを卒業いたしまして、一九九三年

五月二十一日から対南工作機関であります朝鮮労働党七一五連絡所三方向三組に任命をされ、一九九三年八月三十日対南工作のために前方偵察任務を遂行中、九月四日大韓民国に亡命をいたしました。

　私は、大韓民国に亡命した後、一九九七年から横田めぐみさんを金正日政治軍事大学で目撃したということと北朝鮮情報機関の日本人拉致と日本での各種の工作について常に証言を行ってきました。

　本日、この場をおかりいたしまして、私が一九八八年十月から一九九一年初旬まで、当時の朝鮮労働党中央委員会直属政治学校、今の金正日政治軍事大学などで目撃した日本人について再び証言をいたします。

　当時学校にいた日本人たちとしては、横田めぐみさん、市川修一さん、増元るみ子さん、蓮池薫さん、田中実さん、朝鮮語が余り上手ではなかったちょっと独特の容貌をした北海道から拉致されたという男性、加藤久美子さんなどなど、合計十一人です。また、工作



員たちの専門病院であります朝鮮労働党九一五連絡所で目撃した古川了子さん、学校で訓練装備を持って出入りをしていた寺越武志さん、そして放送局爆破訓練場で見たもう一人の日本人の女性と、北朝鮮が一九八六年に死亡したと言っている田口八重子さん

も一九九一年まで確実に生きていたという直接的な情報を持っており、すべて合わせて十五人になります。

　私が目撃したり、または生きているという直接的な情報を持っている十五人の拉致被害者のうちで、現在北朝鮮が認めているのは五人だけ、それからまた日本政府も田中さんを加えて六人しか拉致の事実を認めていないことは大変残念です。

　寺越武志さん、古川了子さん、加藤久美子さんは救う会が拉致として認定していますが、日本政府はまだ拉致と認めていません。

　北朝鮮でお母様が何回も寺越さんに会ったにもかかわらず、日本政府はなぜ彼を拉致だと認めないのか、古川了子さんと加藤久美子さんも明らかに北朝鮮にいる拉致被害者なのに、それとして認定されていないことが残念です。

　日本人拉致は、今、日本では北朝鮮の犯罪として認められていますが、少なくとも金正日政治軍事大学では工作員たちの自慢の種になっています。

　特に、寺越武志さんとそのおじさんたちを拉致した金正日政治軍事大学の航海講座の副講座長、呉求鎬は、自分の口で、一九六〇年代、日本の能登半島に侵入し、仕方なく彼らを拉致して、そのうち一人が自分たちの強盗のような要求に応じなかったとして、そ

の場でおじさんの一人を射殺したという内容まで自慢げに話していたことが記憶に生々しいです。

　実際、私自身も証言するために能登半島の現地を訪問したことがありますが、そこは本当に呉求鎬副講座長が話したことと一致する場所でした。

　工作員が自分がしていない拉致をしたと話すわけもありませんが、現場も一致することから、私は呉求鎬教官の話が間違いないと確信しております。

　これら拉致された日本人は、学校で海外工作員たちの日本人化教育に利用される日本語教官として勤務しており、彼らの居住地も、当時は私たち学生が十号洞と呼ぶ工作地区内の統制施設でした。

　北朝鮮労働党情報機関である三号庁舎は、彼ら拉致された日本人たちを外部に公開せず秘密に付すため、彼らの子供たちは幼稚園に通うときまで統制施設内部から通わせ、初等教育を受け始めるときから父母と遠く離れたほかの地域の学校に通わせ、休みの

期間に父母と一緒にいるときには、彼らに言葉に慎重になるよう強調することもありました。

　結局、長い間、北朝鮮の日本人拉致が全く存在しない事実として外部に公開されず、拉致された日本人たちは、その存在さえも確認することができませんでした。

　犯罪者の罪過は長続きしないという人類普遍的な真理があるように、金正日の犯罪は、一九八七年十一月、大韓航空機爆破事件以降、同じ学校の卒業生である金賢姫先輩によって田口八重子さんの存在が初めて明らかになり、その後、私の亡命とともに、ほ

かの日本人拉致被害者たちの存在が世の中に知らされました。

　しかし、当時は、日本の大多数の国民たちはもちろん、日本政府の高官さえも私の話に否定的であり、その上、北朝鮮政府も私自身を、北朝鮮に存在しない、また韓国政府がでっち上げた、日本の反動がつくり上げた人物として決めつけ、私は、うそをつきまくるに

せの人物としてみなされていました。

　そのような中でも、救う会佐藤勝巳会長と、ここにいらっしゃる西岡先生、そして横田御両親を初めとする拉致被害者家族たちが私を信じてくださり、絶え間なく運動を展開した結果、自分の民族三百万人を飢え死にさせても謝罪の一言もなかった悪魔金正日に認め

させ、謝らせるに至りました。

　しかし、日本政府と国民を代表する日本の総理と日本政府代表団の前で謝るという席でさえも、金正日は、拉致の本当の命令者とその実行犯について率直に認めず、今この瞬間までもうそを貫き、日本政府と国民を愚弄しています。

　金正日が貫き通しているうその中の一つは、一九九一年まで私が直接話も交わし、たばこまで分け合って吸ったことがある市川修一さんが一九七九年に死亡したという内容と、やはり私が一九九〇年代ころまで目撃した増元るみ子さんが一九八一年に死んだと

いうことです。

　また、田中実さん、加藤久美子さんなど拉致された日本人と、金正日政治軍事大学に出入りしていた寺越武志さん、そして工作員の専門病院である朝鮮労働党九一五病院で目撃した古川了子さんと、放送局爆破訓練場で目撃したもう一人の日本人女性など、十

人の日本人を金正日は認めていません。

　金賢姫の日本語教官であった田口八重子さんは、やはり私たちの学校の先輩である金賢姫が韓国で一九九一年当時、恩赦を受け手記を出版するという時期まで確実に生きていたという事実は、金賢姫に射撃を教えた教官、金正日政治軍事大学射撃講座の咸

教官から、私だけでなく、私の二十五期同期生全員が一緒に聞いた話です。

　私はもちろん、北朝鮮にいたとき、これら日本人たちの名前は一つも全く知りませんでしたが、彼らの顔と特徴などは今この瞬間もはっきりと記憶しています。

　私が目撃した日本人たちが拉致された日本人の全部でないことは、学校の教官たちと先輩たちを通じてもよく知ることができ、その数は何と三十人余りにもなると聞きました。今この瞬間にも、彼ら拉致された日本人たちは、自分の父母と日本政府と国民を信じて、

自分たちが救い出されるその日だけを首を長くして待ちわびています。

　しかし、日本国民であり、日本の子供たちである彼ら拉致された日本人を救い出すべき日本が、今むしろ、北朝鮮工作機関が決心さえすれば、もっと多くの日本人を拉致し、日本に敵対行為をすることができるように、工作資金と数多くの工作装備まで供給して

やっているのが現実です。

　ここにいらっしゃる国会議員の方々と、これを見守っているすべての日本人たちが、北朝鮮によって拉致された日本人被害者たちを自分の息子、娘、兄弟として、本当の肉親として考え、彼らを悪魔の巣窟から助け出すという強い意思を持ち、その悪魔金正日と戦

う覚悟がなければ、そういったかたい覚悟で臨まなければ、決してこの戦いは簡単には終わりません。

　その戦いがまだ弱いために、北朝鮮政府は対日工作機関である清津連絡所を完全に解体させず、今でも存在させており、引き続き日本工作をするために、以前のような工作船ではない新しい工作船を運営しようとしており、今新しい工作船基地を構築しつつあり

ます。

　悪魔との戦いは、今、日本が持っている最も強力な手段である経済制裁で金正日の首を絞めることだと私は確信しており、わずかな動揺もない経済制裁が加えられるとき、金正日はついに日本国民と国家を恐れ、日本に対して真摯な姿勢になると確信しておりま

す。

　日本の対北朝鮮経済制裁は、金正日政権の脅威になるのであって、金正日政権が一日でも早く終わり、殺人独裁がない人間らしい世の中で暮らすことを希望している北朝鮮の二千三百万住民の大きな望みでもあります。

　実際に、北朝鮮で長く暮らした後、韓国に亡命して暮らす七千余りの脱北者も、韓国政府の太陽政策は全く疑わしいものであり、これは北朝鮮政権を生かすものであると言っております。実際に、北朝鮮政府が韓国政府から受けている経済支援というのは、北朝

鮮が崩壊しつつあるときに改めてリンゲルを打つような効果を生み出しており、また、北朝鮮の高官でさえも、韓国もしくは海外に滞在しているときに、韓国政府がなぜ北朝鮮に経済支援を行い、北朝鮮政府を生かすような行動をとるのかと口をそろえて言っておりま

す。

　日本政府が北朝鮮に経済制裁を行わないということは、北朝鮮にいる拉致被害者を救済せず、そのままにしておくということを意味しております。

　ここにいらっしゃる国会議員の方は御存じかもしれませんが、韓国に対する北朝鮮の軍の警備というのはかなり、海軍などを初め、相当に厳しいものがあります。最前線の方には、最前線から百五十五マイルぐらいのところに、韓国軍百万人が警備を行うために対

峙しているにもかかわらず、北朝鮮は一九六〇年以降、四千人余りの韓国人を拉致し、現在も五百人はそのまま北朝鮮国内にとどめております。

　しかし、日本海周辺では、鉄条網一つなく完全にオープンな状態になっているということ、そして、日本では金正日が認めた十三人以外は拉致されていないと思っていること自体、全く異常な事態であります。

　次のように申し上げますと、恐らく日本の方々のプライドを大変に傷つけることになってしまうとは思うんですけれども、北朝鮮の工作員たちが口々に言っていることといいますのは、韓国に浸透することはかなり難しい、しかしながら、日本に浸透するのは御飯の途

中でちょっとトイレに行ってくるようなものだ、それぐらい簡単であると彼らは言っています。

　そのように、日本という国自体をもばかにしている、そうした犯罪集団であります北側、北朝鮮に対して経済的に支援を行うなどということは、日本の国民はもちろんのこと、北で一生懸命暮らしている人民たちにとっても間違ったことである、ためにならないことであ

ると私は強調したいと思います。

　以上です。ありがとうございました。（拍手）

○赤城委員長　ありがとうございました。

　以上で参考人の意見の開陳は終わりました。

　　　　―――――――――――――

○赤城委員長　これより参考人に対する質疑に入ります。

　質疑の申し出がありますので、順次これを許します。池坊保子君。

○池坊委員　公明党の池坊保子でございます。

　本日は、西岡参考人、安参考人、特に安参考人は昨日韓国よりおいでいただいたとのこと、大変有意義なお話を伺うことができました。心より感謝しております。

　時間がございませんので、早速質問に入らせていただきたいと思います。

　六カ国協議は今まさに渦中にございます。今までの経過を考えますと、拉致被害者の御家族の皆様方、そして日本人も落胆をしているのではないかと思います。

　言うまでもなく、佐々江日本首席代表は、日朝国交正常化を図るため、核、ミサイル、拉致といった諸懸案が総括的に解決されなければならないと冒頭にはっきり申しておりますが、意外だったのは、あるいはまた予測の中にあったかもしれませんけれども、韓国が

その直後にすぐ、会談の焦点を分散させる行動は決して望ましいものではないと、拉致問題を取り上げることを牽制したことです。

　これは韓国ばかりではございません。ロシアのアレクセーエフ外務次官も、日本との二国間協議で、六者協議の中で拉致問題を取り上げないように要請いたしております。朝鮮半島の非核化という主要な問題の解決が困難になる、今ほかの国々の人たちは、この

朝鮮半島の非核化という問題一点しか見詰めることができないのではないかという気がしております。中国の人民日報も、拉致問題を取り上げることには今批判的です。

　私どもは、少しの救いは、私どもの小泉総理が、日本には日本の事情があるのだ、各国とは違うのだと、ここで改めて日本の事情を明言していることではないかと思います。

　私は、こういう状況であればこそ再確認しなければいけない、強く私たちが自分たちの心に言い聞かせなければいけないのは、日本の国というこの主権の問題に関しても、また人権問題からも、私たちはこの拉致被害者救出に対してさらなる強い意思で臨まなけ

ればならないのだと思います。

　ただ私は、目的は一つ、拉致の被害者を救う、だけれども、その方法はたくさんあるのではないか、今の外交方法を決して批判するわけではありませんけれども、もっと諸外国のことをしっかりと把握し、その事情を考えながら支持や理解を得ることも必要なのでは

ないか。

　今、安参考人は韓国にお住まいでいらっしゃるので、韓国の事情はよくおわかりだと思います。韓国は、本当は拉致被害者を抱えている私たちと一緒の国なんですね。そういう意味では、手をとり合いながら一緒に協力しなければならないのに、急にこういうふうに

態度が変わってまいりました。三回の協議のときには、これはアメリカと日本と韓国は歩調を合わせてきたわけです。今、世論としては、この拉致被害者に対して黙殺をしているのではないかと思うのですが、その点の事情をお話しいただきたいと思います。

○安参考人（通訳）　お答えをいたしたいと思いますけれども、私がこの場で六カ国協議についてあれこれ言うということは私の分に過ぎたことであるとは思います。しかしながら、私が考えますのに、今、拉致被害者を救うということについての焦点がぼやかされて

いる、ぼやけてきているということを考えますのに、六者協議も含めまして、北に対して、北朝鮮に対してほかの国々はちょっと卑屈な態度に出ているのではないかと思います。北が欲しいものを与えてしまうような路線に出ているのではないかと思うんです。

　韓国にも拉致被害者は五百人以上います。韓国にも拉致された人々がたくさんいるのです。しかしながら、そうした韓国が日本政府と歩調を合わせてこれに対応をすることができないというのはなぜかと申しますと、これを認めるならば、韓国政府はこれまで自国

民を保護してこなかったということを認めることになってしまいます。それを認めたくないという政府の立場もありますし、韓国の現政権はできるだけ北朝鮮を刺激したくないという立場を今とっています。

○池坊委員　西岡参考人に伺いたいと思います。

　今の問題に関係いたしますけれども、韓国は、現大統領になってから、これは恣意的に北朝鮮との和平の流れをつくろうとしているのではないかというふうに思います。同時にまた、中国、韓国には歴史認識の違いによる日本との葛藤もあるのではないかと思って

おりますけれども、その辺についての御意見を伺いたいと思います。

○西岡参考人　先ほど意見陳述で申し上げましたが、アメリカは日本人と韓国人拉致について明確に悪だという認識を示しています。日本は、自国民の拉致について取り上げていますが、韓国人拉致、そして北朝鮮の人権問題を取り上げていません。そして、韓

国、ロシア、中国は、拉致も人権問題も取り上げないという立場です。アメリカが一番孤立しているわけです。韓国や中国が今のような姿勢を続けられるのは、アメリカだけが、第三国であるにもかかわらず、韓国人、日本人拉致、北朝鮮の人権問題まで取り上げてい

るという姿勢だからです。

　ですから、先ほど申し上げましたように、日本も、普遍的な人権という観点から韓国人拉致も取り上げてきちんと非難すべきだ。そこをすれば、日本とアメリカ対韓国、対中国ということになるんです。それがないから、日本はもちろん主権の問題では日本人拉致をし

ますけれども、韓国人拉致までぜひ取り上げてほしいと思っております。

○池坊委員　今おっしゃった問題は大変重要と考えております。つまりこれは、日本の主権の問題であるとともに、世界、アジア諸国のすべての国民にとっての人権問題だということを高く高く掲げて、国連あるいはアメリカにもっともっと協力を呼びかけるべきである

というふうに考えます。やはり周辺諸国の理解、協力が不可欠なのではないか、そのような理解を得ていくためにはどうしたらいいかということも考えなければならないと思います。

　この六カ国協議の中で、北朝鮮は、四カ国とはやっているけれども日本とはやらない、もう嫌がらせとしか思えないのですが、そういう態度をとっております。

　ヒル次官補は、この間、北朝鮮の金外交次官に、日本はあなた方と、拉致問題も解決したならばきちんとした国交正常化ができるのだから、二国間協議をしたらどうかという勧めに対して、助言には感謝するというふうに答えております。

　そしてまた、この間、自民党の山崎拓前副総裁が、七月十七日にソウルで韓国の鄭東泳統一相と会談されました。その中で鄭統一相は、六月に金総書記と会談したときに、鄭統一相が、日本は核、拉致問題を解決して日朝国交正常化をなし遂げたい考えに変わ

りはないと日本からのメッセージを伝えたのに対して、金総書記は、確かにお聞きしたというふうに答えております。

　この辺のことを考えますと、安参考人は韓国に今いらっしゃいますが、その前は北朝鮮で北朝鮮の政府のやり方あるいは外交のやり方を見ていらしたと思います。この発言等を考えるときにどういう考えでいるかということを、今お考えのことがあるかどうかお聞き

したいと思います。

○安参考人（通訳）　まず第一に、私は、北朝鮮にいるときから外交官としての仕事はしておりませんでしたので、北の外交方針についてはここで申し上げることができません。

　しかしながら、今現在の北朝鮮の態度といいますのは、北朝鮮の行動のベースになっているのは、日本に対して要求をしている数百億ドルがなかなか出ないものですから、じだんだ踏んで欲しがっている子供のような態度ではないかと思います。

　そしてまた、金正日という人間は、自国民を三百万人餓死させても少しも恬として恥じないような人間でありますのに、そうした人間が拉致問題については日本に対して一応謝罪はしたわけです。それにもかかわらずドルをくれないといって、彼は非常に傷ついてい

ることでしょう。

　北朝鮮を相手に何かの交渉をするなり話をするというときには、日本が持っている通常の常識ですとか良識ですとかいうものをもって相対してはいけないと思います。

○池坊委員　今のお話を伺うと、北朝鮮との外交は、交渉は、私たちも本当に大所高所、いろいろな創意工夫をしなければいけない、知恵を働かせなければいけないということの再確認であったような気がいたします。

　西岡参考人に伺いたいと思います。

　今の問題に関連いたしますけれども、経済制裁という問題が出てきてまいります。ただ、今、韓国では二百万キロワットの電力も提供しようとしている。韓国は、確かに先ほど安参考人がおっしゃるように、韓国のみならず中国もロシアも北朝鮮に甘いんじゃないか

という感じがしないわけではありません。

　五月十六日の衆議院予算委員会において小泉総理大臣は、「経済制裁を発動して、この拉致の問題が、今日本が思っているような対応を北朝鮮がするかどうか、またそれが効果的かということを考えると、必ずしもそういう面ばかりではない。」というふうに慎重な

姿勢を示されました。

　このことは前にも西岡参考人は述べていらっしゃいますけれども、再度この問題についてお伺いしたいと思います。

○西岡参考人　小泉総理の答弁は、率直に申し上げて、大変危険だと思います。

　なぜならば、昨年の十二月二十四日に細田官房長官が、日本政府の公式見解として、北朝鮮に対して、迅速で誠実な対応をしなさい、それがなければ厳しい対応をとるとはっきりと言っているわけです。

　これは我々が言ったんではないです。家族が言ったんではないです。細田官房長官が日本政府としておっしゃったことです。その前に今の答弁があるならわかります。しかし、北朝鮮に、国際社会に対して公式に通報しておきながら、五月になってそのようなことを

おっしゃるということは、日本がこの問題を真剣に考えていないという間違ったメッセージを金正日や国際社会に発することになってしまうという点で、大変危険だと思います。

　先ほど申し上げたように、佐々江局長の発言も、細田官房長官が北朝鮮に対して強く求めると言ったことまでは踏み込んでいない。そのことも危険だと思っています。

　外交というのは、言うべきことをきちんと言って、それから後で交渉が始まるものだと思っております。

○池坊委員　私も、言うべきことをしっかり言い、そしてまた相手の意見も聞きながら話し合いを行う、これは、外交は国と国ですが、人と人のかかわりでも同じですから、そういう毅然とした姿勢をこれから日本は外交においても人と人のつき合いにおいてもしっかり

と持っていかなければならないのだと思います。

　今、ロシア、中国、韓国に対して、やはり私は、アメリカはもとよりですけれども、協力、支持を得ることが大切ではないかと思うのです。少なくともこの問題を解決するときの一つのいい要因になるのではないかと思いますけれども、どういう方法があるか、そのことに

ついて安参考人に伺いたいと思います。（発言する者あり）

○安参考人（通訳）　私が、日本が何をしたらいいかと申し上げること自体がなんなんですけれども、やはり日本というのは、現在、非常に北朝鮮、金正日に対して強硬な立場もとっているし、また、それを北朝鮮、金正日に対して何かを受け入れるようなニュアンスを

含めて言っていることも事実だと思います。ですから、北朝鮮、金正日が逆に、日本の顔色をうかがいながら、日本というのが一貫した意見がないために、こう言えばもしかしたら通用するのではないかといったすきを日本が見せているのではないかと思います。

　ですから、日本が声を一つにして、世界の悪である金正日と対峙するならば、日本を金正日は怖がるでしょうし、また、世界も日本に譲歩せよとかいったようなことは言わなくなると思います。

○池坊委員　同じ質問を西岡参考人に伺いたいと思います。

○西岡参考人　韓国は今、実は政治的、思想的に内戦状態である、真っ二つに割れている。南方三角同盟、日米韓の同盟を守るべきという勢力と、そこから離脱して親金正日、親中の方向に行こうとする勢力が、激しい思想戦、政治戦を今戦っている。

　その中で、普遍的な人権、民主主義、海洋国家として、我々のパートナーは、日米韓三角同盟を守ろうとする勢力であり、その人たちは日本が経済制裁を発動することに賛成しています。そしてその人たちは、韓国人拉致問題、日本人拉致問題、両方取り上げてい

ます。北朝鮮の人権問題も取り上げています。

　日本の歴史問題に関しては、歴史観が一致しないのは当たり前だ、国が違えば歴史観は違って当たり前だ、教科書が一致しないのは当たり前だと言っています。韓国は、今自由民主主義国家ですから、そういう人たちがいるんです、中国とは違います。ですか




